
 

令和元年１２月２４日 

〇条例 

 小田原市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

小田原市手数料条例の一部を改正する条例 

 小田原市競輪事業臨時従業員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条

例 

 小田原市建築基準条例の一部を改正する条例 

 小田原市水道給水条例の一部を改正する条例 

〇規則 

小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市自転車競走実施規則の一部を改正する規則 

小田原市建築確認等取扱規則の一部を改正する規則 



 

小田原市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 元 年１２月２４日 

 

小田原市長 加 藤 憲 一       

 

小田原市条例第２７号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

小田原市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

小田原市個人番号の利用に関する条例（平成２７年小田原市条例第３３号）の一部を

次のように改正する。 

別表第１に次のように加える。 

４ 市長 生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置に関する事務であって

規則で定めるもの 

別表第２の１の項中「就労自立給付金」の次に「若しくは進学準備給付金」を加え、

同表の２の項中「児童扶養手当の支給に関する情報」の次に「（以下「児童扶養手当関

係情報」という。）」を加え、同表の５の項中「（平成１７年法律第１２３号）」を削

り、同項を同表の６の項とし、同表中４の項を５の項とし、３の項の次に次のように加

える。 

４ 市長 生活に困窮する外国人に対す

る生活保護の措置に関する事

務であって規則で定めるもの 

地方税関係情報、生活保護関係情報、

中国残留邦人等支援給付等関係情報、

介護保険法（平成９年法律第１２３

号）による保険給付の支給、地域支援

事業の実施若しくは保険料の徴収に関

する情報、特別児童扶養手当等の支給

に関する法律による障害児福祉手当若

しくは特別障害者手当若しくは国民年

金法等の一部を改正する法律（昭和

６０年法律第３４号）附則第９７条第

１項の福祉手当の支給に関する情報、

障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）による自立支援給付

の支給に関する情報、国民健康保険法

（昭和３３年法律第１９２号）若しく

は高齢者の医療の確保に関する法律 



 

  （昭和５７年法律第８０号）による医

療に関する給付の支給若しくは保険料

の徴収に関する情報、児童扶養手当関

係情報、母子及び父子並びに寡婦福祉

法（昭和３９年法律第１２９号）によ

る給付金の支給に関する情報、母子保

健法（昭和４０年法律第１４１号）に

よる養育医療の給付若しくは養育医療

に要する費用の支給に関する情報又は 

児童手当法（昭和４６年法律第７３ 

号）による児童手当若しくは特例給付

の支給に関する情報であって規則で定

めるもの 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。 

 

  令和 元 年１２月２４日 

 

小田原市長 加 藤 憲 一       

 

小田原市条例第２８号 

小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（昭和２６年小田原市条例第１７７ 

号）の一部を次のように改正する。 

第８条に次の１項を加える。 

３ 前項、次条及び第９条第２項から第４項までに定めるもののほか、前項の規定によ

る正規の勤務時間以外の時間における勤務に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 



 

小田原市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 元 年１２月２４日 

 

小田原市長 加 藤 憲 一       

 

小田原市条例第２９号 

小田原市手数料条例の一部を改正する条例 

小田原市手数料条例（平成１２年小田原市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

第２３条第１項第３号ア及びイ中「審査」の次に「（ウに該当するものを除く。）」

を加え、同号に次のように加える。 

ウ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第２９条第３項各号に掲げる

事項が記載されている建築物エネルギー消費性能向上計画に係るものの審査 １

件につき、当該計画に係る建築物について、次に掲げる建築物の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額を合算した額 

(ｱ) 申請建築物（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第２９条第３

項に規定する申請建築物をいう。以下この項において同じ。） ア又はイの規

定の例により計算した額 

(ｲ) 他の建築物（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第２９条第３

項に規定する他の建築物をいう。以下この項において同じ。）であって、(ｳ)

に掲げるものに該当しないもの ア又はイの規定の例により計算した額 

(ｳ) 他の建築物であって、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第 

３０条第１項各号に掲げる基準に適合することについてあらかじめ登録建築物

エネルギー消費性能判定機関等による審査を受けたもの又は住宅性能評価（住

宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項に規定する住宅性能評価をい

う。以下この項において同じ。）を行った住宅であるもの 次号ア又はイの規

定の例により計算した額 

第２３条第１項第４号中「建築物エネルギー消費性能向上計画（」の次に「申請建築

物が、」を加え、「（住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項に規定する住

宅性能評価をいう。以下同じ。）を行った住宅に係る」を「を行った住宅である」に改



 

め、同号ア及びイ中「審査」の次に「（ウに該当するものを除く。）」を加え、同号に

次のように加える。 

ウ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第２９条第３項各号に掲げる

事項が記載されている建築物エネルギー消費性能向上計画に係るものの審査 １

件につき、当該計画に係る建築物について、次に掲げる建築物の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額を合算した額 

(ｱ) 申請建築物 ア又はイの規定の例により計算した額 

(ｲ) 他の建築物であって、(ｳ)に掲げるものに該当しないもの 前号ア又はイの

規定の例により計算した額 

(ｳ) 他の建築物であって、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第 

３０条第１項各号に掲げる基準に適合することについてあらかじめ登録建築物

エネルギー消費性能判定機関等による審査を受けたもの又は住宅性能評価を行

った住宅であるもの ア又はイの規定の例により計算した額 

第２３条第１項第５号ア及びイ中「の審査」の次に「（ウに該当するものを除 

く。）」を加え、同号に次のように加える。 

ウ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第２９条第３項各号に掲げる

事項が記載されている建築物エネルギー消費性能向上計画に係るものの審査 １

件につき、当該計画に係る建築物について、次に掲げる建築物の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額を合算した額 

(ｱ) 申請建築物 ア又はイの規定の例により計算した額 

(ｲ) 当該申請に係る変更前の建築物エネルギー消費性能向上計画に記載された他

の建築物 ア又はイの規定の例により計算した額 

(ｳ) 当該申請に係る変更により新たに建築物エネルギー消費性能向上計画に記載

される建築物であって、(ｴ)に掲げるものに該当しないもの 第３号ア又はイ 

の規定の例により計算した額 

(ｴ) 当該申請に係る変更により新たに建築物エネルギー消費性能向上計画に記載

される建築物であって、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第 

３０条第１項各号に掲げる基準に適合することについてあらかじめ登録建築物

エネルギー消費性能判定機関等による審査を受けたもの又は住宅性能評価を行

った住宅であるもの 前号ア又はイの規定の例により計算した額 



 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

小田原市競輪事業臨時従業員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条

例をここに公布する。 

 

  令和 元 年１２月２４日 

 

小田原市長 加 藤 憲 一       

 

小田原市条例第３０号 

小田原市競輪事業臨時従業員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改

正する条例 

小田原市競輪事業臨時従業員の給与の種類及び基準に関する条例（平成３０年小田原

市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

題名中「臨時従業員」を「従業員」に改める。 

第１条中「。以下「地公労法」という。」を削り、「臨時従業員」を「従業員」に改

める。 

第２条を削る。 

第３条の見出し中「種類」を「種類等」に改め、同条第１項を次のように改める。 

従業員は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項第１号

に掲げる職員とし、その給与の種類は、給料及び手当とする。 

第３条第２項中「基本賃金」を「給料」に改め、同条第３項中「一時手当、」を「期

末手当及び」に改め、「及び退職手当」を削り、同条を第２条とする。 

第４条の見出しを「（給料）」に改め、同条中「基本賃金は、日額」を「給料は、日

額によるもの」に、「臨時従業員」を「従業員」に、「基本賃金に」を「給料に」に、

「賃金の」を「給与の」に改め、同条を第３条とする。 

第５条中「臨時従業員」を「従業員」に改め、同条を第４条とする。 

第６条中「臨時従業員」を「従業員」に改め、同条を第５条とする。 

第７条中「臨時従業員」を「従業員」に改め、同条を第６条とする。 

第８条中「臨時従業員」を「従業員」に改め、同条を第７条とする。 

第９条の見出しを「（期末手当）」に改め、同条中「臨時従業員登録簿に登録されて

いる者」を「在職する従業員」に、「一時手当」を「期末手当」に改め、同条に次の１



 

項を加える。 

２ 前項の規定は、６５歳に達する日以後における最初の３月３１日をもって従業員を

退職し、特に希望することにより再び採用された従業員には、適用しない。 

 第９条を第８条とする。 

第１０条中「臨時従業員」を「従業員」に改め、同条を第９条とする。 

第１１条を削る。 

第１２条中「臨時従業員」を「従業員」に、「基本賃金」を「給料」に改め、同条を

第１０条とする。 

第１３条を削り、第１４条を第１１条とする。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 



 

小田原市建築基準条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 元 年１２月２４日 

 

小田原市長 加 藤 憲 一       

 

小田原市条例第３１号 

小田原市建築基準条例の一部を改正する条例 

小田原市建築基準条例（平成１５年小田原市条例第３０号）の一部を次のように改正

する。 

第１３条中「第１１２条第１項」を「第１１２条第２項」に改める。 

第２０条第３項中「３階を長屋の用途に供する建築物」の次に「（階数が３で延べ面

積が２００平方メートル未満のもの（政令第１１０条の５の技術的基準に従って警報設

備を設けたものに限る。）を除く。）」を加え、同項ただし書中「政令第１３６条の２

の技術的基準に適合する」を「防火地域又は準防火地域内の建築物の部分及び防火設備

の構造方法を定める件（令和元年国土交通省告示第１９４号）第４第１号イに掲げる構

造方法を用いる」に改める。 

第２８条第２号中「第１１２条第１４項」を「第１１２条第１８項」に改める。 

第４２条第３項中「供する建築物」の次に「（階数が３以下で延べ面積が２００平方

メートル未満のものを除く。）」を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



 

小田原市水道給水条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 元 年１２月２４日 

 

小田原市長 加 藤 憲 一       

 

小田原市条例第３２号 

小田原市水道給水条例の一部を改正する条例 

小田原市水道給水条例（平成２年小田原市条例第２４号）の一部を次のように改正す

る。 

第２８条第１項中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、

第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 指定給水装置工事事業者指定更新手数料 １件につき１０，０００円 

第２８条第２項中「、第２号及び第４号」を「から第３号まで及び第５号」に改め、

同条第３項及び第５項中「第１項第３号」を「第１項第４号」に改める。 

第３３条第１項中「第５条」を「第６条」に改める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 



小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

 

  令和 元 年１２月２４日 

 

小田原市長 加 藤 憲 一       

 

小田原市規則第３４号 

小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則（平成２８年小田原市規則第５７号）

の一部を次のように改正する。 

第９条中「別表第２の５の項」を「別表第２の６の項」に改め、同条第１号中「障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

以下「障害者総合支援法」という。）」を「障害者総合支援法」に改め、同条を第１１

条とする。 

第８条中「別表第２の４の項」を「別表第２の５の項」に改め、同条を第１０条とし、

第７条を第８条とし、同条の次に次の１条を加える。 

第９条 条例別表第２の４の項の規則で定める事務は、次の各号に掲げる事務とし、同

項の規則で定める情報は、当該各号に掲げる事務の区分に応じ、当該各号に定める情

報とする。 

(1) 生活保護法第１９条第１項の規定に準じて行う保護の実施に関する事務 生活に

困窮する外国人に対する生活保護に係る要保護者又は生活に困窮する外国人に対す

る生活保護に係る被保護者であった者（以下この条において「外国人要保護者等」

という。）に係る次に掲げる情報 

ア 道府県民税又は市町村民税に関する情報 

イ 生活保護実施関係情報、生活保護法第５５条の４第１項の就労自立給付金の支

給に関する情報又は同法第５５条の５第１項の進学準備給付金の支給に関する情

報 

ウ 中国残留邦人等支援給付実施関係情報 

エ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１８条第１号の介護給付、同条第２



号の予防給付又は同条第３号の市町村特別給付の支給に関する情報 

オ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律第１７条の障害児福祉手当、同法第

２６条の２の特別障害者手当又は国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０

年法律第３４号）附則第９７条第１項の福祉手当の支給に関する情報 

カ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第６条の自立支援給付の支

給に関する情報 

キ 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）又は高齢者の医療の確保に関す

る法律（昭和５７年法律第８０号）による保険給付の支給に関する情報 

ク 児童扶養手当法第４条第１項の児童扶養手当の支給に関する情報 

ケ 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第３１条（同法

第３１条の１０において読み替えて準用する場合を含む。）の給付金の支給に関

する情報 

コ 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第２０条第１項の養育医療の給付又

は養育医療に要する費用の支給に関する情報 

サ 児童手当法（昭和４６年法律第７３号）第８条第１項（同法附則第２条第３項

において準用する場合を含む。）の児童手当又は特例給付（同法附則第２条第１

項の給付をいう。）の支給に関する情報 

(2) 生活保護法第２４条第１項の規定に準じて行う保護の開始又は同条第９項の規定

に準じて行う保護の変更の申請に係る事実についての審査に関する事務 外国人要

保護者等に係る前号アからサまでに掲げる情報 

(3) 生活保護法第２５条第１項の規定に準じて行う職権による保護の開始又は同条第

２項の規定に準じて行う職権による保護の変更に関する事務 外国人要保護者等に

係る第１号アからサまでに掲げる情報 

(4) 生活保護法第２６条の規定に準じて行う保護の停止又は廃止に関する事務 外国

人要保護者等に係る第１号アからサまでに掲げる情報 

(5) 生活保護法第６３条の規定に準じて行う保護に要する費用の返還に関する事務 

外国人要保護者等に係る第１号アからサまでに掲げる情報 

(6) 生活保護法第７７条第１項又は第７８条第１項から第３項までの規定に準じて行

う徴収金の徴収（同法第７８条の２第１項又は第２項の規定に準じて行う徴収金の



徴収を含む。）に関する事務 外国人要保護者等に係る第１号アからサまでに掲げ

る情報 

 第６条を第７条とする。 

 第５条第１号イ中「（昭和２５年法律第１４４号）」を削り、同条を第６条とし、第

４条の次に次の１条を加える。 

第５条 条例別表第１の４の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

(1) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１９条第１項の規定に準じて行う保

護の実施に関する事務 

(2) 生活保護法第２４条第１項の規定に準じて行う保護の開始若しくは同条第９項の

規定に準じて行う保護の変更の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又

はその申請に対する応答に関する事務 

(3) 生活保護法第２５条第１項の規定に準じて行う職権による保護の開始又は同条第

２項の規定に準じて行う職権による保護の変更に関する事務 

(4) 生活保護法第２６条の規定に準じて行う保護の停止又は廃止に関する事務 

(5) 生活保護法第２９条第１項の規定に準じて行う資料の提供等の求めに関する事務 

(6) 生活保護法第５５条の４第１項の規定に準じて行う就労自立給付金の支給の申請

の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関する事

務 

(7) 生活保護法第５５条の５第１項の規定に準じて行う進学準備給付金の支給の申請

の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関する事

務 

(8) 生活保護法第６３条の規定に準じて行う保護に要する費用の返還に関する事務 

(9) 生活保護法第７７条第１項又は第７８条第１項から第３項までの規定に準じて行

う徴収金の徴収（同法第７８条の２第１項又は第２項の規定に準じて行う徴収金の

徴収を含む。）に関する事務 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 



 

小田原市自転車競走実施規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 元 年１２月２４日 

 

小田原市長 加 藤 憲 一       

 

小田原市規則第３５号 

   小田原市自転車競走実施規則の一部を改正する規則 

小田原市自転車競走実施規則（昭和３７年小田原市規則第３８号）の一部を次のよう

に改正する。 

第４１条第１項第３号を削り、同項第４号中「前３号」を「前２号」に改め、同号を

同項第３号とする。 

附 則 

 この規則は、令和２年１月１日から施行する。 



小田原市建築確認等取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 元 年１２月２４日 

 

小田原市長 加 藤 憲 一       

 

小田原市規則第３６号 

小田原市建築確認等取扱規則の一部を改正する規則 

小田原市建築確認等取扱規則（昭和６０年小田原市規則第４号）の一部を次のように

改正する。 

第１３条の２第２号ウを次のように改める。 

ウ 建築基準法第二十一条第一項に規定する建築物の主要構造部の構造方法を定め 

る件（令和元年国土交通省告示第１９３号）第１第１項第２号ロ(2)に掲げる基  

準に適合していること。 

第１３条の２第３号中「、政令第１２９条の２の３第１項第１号ハ(2)」を「前号

ウ」に改める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 


